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産業集積づくりへの途

１ 産業集積づくりの方途の検討

１．地域内の既存企業の新陳代謝を活発化させる

・第二創業、事業革新による分社、新会社化

・スピンオフ、スピンアウト

・このプロセスを自然推移的、伝統的なかたちで行なってきたのが各種地場産業の集

積である。

２．新企業の創出を通じた集積

・ベンチャー企業創出のサポートと集積化

・ビジネスとして地域に新産業の創出活動を埋め込む

この行き方が新産業の創出には、もっとも効果的。典型的には、たとえばシリコン

バレーなど

３．産業基盤の整備による集積づくり

・工業団地の整備。各種の集積の受け皿となる団地づくり

・サイエンスパーク等による企業活動への外部経済の提供

これにより、企業集積の足がかりとする。

４．企業活動への規制緩和や集積づくりに向けた企業へのインセンティブを組み合わせ

特定地区に適用する

・いわゆる特区などのかたちが典型的なものである

・メガ経済都市（日本経済新聞 年 月 日「サウジが『メガ経済都市 」記事2006 12 6 』

を参照せよ 。）

特区などのかたちをさらに拡大し、都市規模にまで広げると、メガ集積経済都市な

どのかたちになる。
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２ 産業団地づくりの魅力化、高度化方策
－工業団地の魅力化方策を糸口にした新しい産業集積づくり－

はじめに

既存施策の高度化は、様々なところで可能である。たとえば、工業団地づくりもありき

たりのものでは魅力ある空間といえない時代になっている。そこで、以下のように位置づ

け直すだけでも、新しい産業集積の目が出てくる可能性はある。このように、既存施策を

２段ないし３段レベルで深堀りしてみるだけでも、政策づくりにあたっては有益な結果が

得られることは多い。

１．工業団地を都市型のパークとして位置づける

・工場に緑空間をふんだんにとり入れる。工業団地に文化的機能をとり入れる。

・生産機能に文化機能や生活機能を付加する。

・美観的にも水準を抜く工業団地を狙う。美しい工業団地、美観を考慮した工業団地

という方向性である。

・したがって、デザイン的な組み立ての志向を持つ工業団地でもある。

２．単なる土地分譲型の工業団地ではなく、知識集約型・高付加価値型企業や事業所が

集積する団地という方向を狙う

こうした団地は単に工業団地というより、研究開発型企業やあるいは研究開発機能その

。 、 、ものの集積で特徴となる団地であろう したがって それらは工業団地という呼び方より

次のような呼び方がイメージ的にもふさわしいものとなろう。

・インダストリアルパーク

・ハイテクパーク

・サイエンスパ－ク

・リサーチパーク

・ファクトリーパーク

・ゼロ・エミッション工業団地

・マイコンシティ地区

・ビジネスパーク、オフィスパーク、インダストリー・センター

・複合産業団地

・外資系企業の集積拠点づくり

・産学共同研究の集積拠点とベンチャー企業育成拠点の複合化

横浜市における横浜市産学共同研究センターと横浜新技術創造館（リーディングベ

ンチャープラザ）の試み

・公設技術開発拠点＋賃貸用民間研究開発拠点 スタートアップルーム+

横浜市の金沢ハイテクセンター
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３．広がりのある柔軟な誘致活動の必要性

こうした団地・企業集積地を設計し、そこへ実際に企業誘致を図っていくには、従来の

行政の定型的な誘致活動より、もっと広がりのある柔軟な活動がもとめられる。これは要

するに、今日的な企業誘致活動を行うには、自治体にあっても一般企業が行う に匹敵IR

するような活動が求められてくるということである。そうした活動としては、たとえば次

のようなことが考えられる。

・自治体の産業集積づくり事業に関する対外的な事業説明会の実施

・誘致対象企業向けの現地案内会の実施

・誘致対象企業向けのアンケート調査、また広く一般企業に向けた事業所立地に関す

る意向調査・特定企業への企業訪問

・海外企業向けの立地案内セミナーの開催

など

４．戦略的な誘致支援策の必要性

このように当初のコンセプト段階から従来の工業団地づくりの革新を図り、旧来のもの

と企業誘致活動を大きく変えてゆくなら、誘致支援策も当然変わってこざるを得ない。つ

まり、企業誘致に関する戦略的な支援策が必要とされるということである。それは、たと

えば以下のようなかたちで誘致のターゲットを明確化し、また地域の実情にあわせて絞り

込んでいくことである。

・誘致対象となる重点産業を決め、それに合致する企業について重点的に支援してい

く。

・誘致対象となる戦略的な拠点施設を決め、そこへ進出する域外企業に助成する。

・ 関係など小規模の事業者でも地域にとって意味ある事業所は、積極的な誘致対IT

象に含めるようにする。

など

・戦略的に育成しようとする（次世代型）産業については、重点展開する特区的な地

域を指定し、集中的な支援を行う。


